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要 旨
すべての都道府県に都道府県立図書館が設置され，ほとんどの都道府県庁所在地に

市立図書館が設置された結果，都道府県立図書館と市立図書館との機能の二重性が指
摘されている。本稿の目的は，都道府県立図書館自身がどのような図書館であること
を目指しているのかを探ることである。
都道府県立図書館の要覧等に示された運営方針等には，一定程度都道府県立図書館

自身が目指す方向性が示されていると考えられる。本研究では，要覧類に示された運
営方針や重点目標などを調査・分析し，都道府県立図書館自身がどのような機能を持
つべきと考えているのか，といった点を考察した。分析の枠組みとして「図書館の設
置及び運営上の望ましい基準」を使用した。
分析の結果，①多くの都道府県立図書館は図書館の基本的機能である「図書館資料

の収集」を重視しているが，ほとんど同じ程度「市町村立図書館に対する援助及び都
道府県内の図書館間の連絡調整等の推進」を重要だと考えていること，②直接サービ
スである「情報サービス」や「利用者に対応したサービス」をも重視していること，
が明らかになった。

1．本研究の背景と目的

高知県立図書館と高知市立図書館との合
築1），県教育委員会が利用者への直接サービ
スを廃止するとの提案をした神奈川県立図書

館2）など，都道府県立図書館に関係する事例
が注目を集めている。すべての都道府県に都
道府県立図書館が設置され，ほとんどの都道
府県庁所在地に市立図書館が設置された結
果，二重行政との批判が多くの都道府県で起
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きている。また，数十年前と比較して市町村
立図書館が飛躍的に進歩したために，都道府
県立図書館の市町村支援はもう必要ないので
はないかとの意見が出ている。現在，都道府
県立図書館の存在意義が改めて問われてい
る。
都道府県立図書館に関するまとまった研究

としては，薬袋秀樹の『戦後県立図書館論の
系譜 1～3』3）―5）がある。1945年から1984年
までの都道府県立図書館論や都道府県立図書
館の動向などを，多数の文献を調査すること
により，丹念に追っている。この一連の著作
は1980年代半ばに執筆されたため，最近の
状況までは反映していない。薬袋はまた，都
道府県立図書館についてしばしば言及される
「第二線図書館」の概念がどのように形成さ
れたかを論じた「「第二線図書館」概念の形
成：有山崧の所説を中心に」6）を著している。
図書館関係の雑誌では何度も都道府県立図

書館特集が組まれ，様々な立場から論じられ
てきた。図書館問題研究会が発行する『みん
なの図書館』は，「県立図書館よめざめよ！！」
（1986年6月）など，日本図書館協会が発行
する『図書館雑誌』でも「県立図書館の役割
を考える」（1997年6月），「特集打って出る
県立図書館」（2012年5月）といった特集を
組んでいる。同じく日本図書館協会が発行す
る『現代の図書館』では2006年12月に「地
方自治制度の変貌と都道府県立図書館」の特
集を組んでおり，新出7）や渡邊斉志8）が踏み込
んだ考察を行っている。これらの雑誌に掲載
された論文は，様々な著者がそれぞれの視点
から都道府県立図書館について論じたもので
ある。多くの論文は，「都道府県立図書館が
どうあるべきか」について述べているが，都
道府県立図書館自身が何を目指しているの
か，どのような図書館であることを望んでい
るのかを把握した上で論じたものではない。

都道府県立図書館の機能について，例えば
「図書館の設置及び運営上の望ましい基準」
（以下，「望ましい基準」）では「市町村立図
書館に対する円滑な図書館運営の確保のため
の援助に努める」こと，「当該都道府県内の
図書館間の連絡調整等の推進に努める」こと
などを求めているが，都道府県立図書館自身
はどのような機関であることを目指している
のか，といった点に関する研究は，これまで
十分に行われてこなかった。本研究では，都
道府県立図書館が刊行した要覧等に示された
運営方針や使命などを調査し，分析すること
により，都道府県立図書館がどのような機関
であることを目指しているのかを把握するこ
とを目的とする。

2．各都道府県立図書館の運営方針等に
関する調査

（1）調査及び分析の概要
各図書館の運営方針や使命等には，それぞ

れの図書館が何を目指そうとしているのか
が，一定程度示されていると考えられる。筆
者は運営方針や使命等に，各図書館が目指す
ものが網羅されているとは考えていない。た
またま設定した時期の館長や，中心となって
作成した職員の意向が強く表れている可能性
も考えられる。しかし，全国のすべての都道
府県立図書館の運営方針や使命などを分析す
ることにより，ある程度の傾向を捉えること
ができると考えている。
調査及び分析は次の通り行った。
全国の都道府県立図書館（中心館及び中心

館を含む複数の図書館）が作成している平成
24年度前後の要覧・年報類に示された運営
方針や使命等を対象とした。分析の枠組みと
して，望ましい基準を使用した。望ましい基
準を使用した理由としては，①現在の図書館
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に求められる要素を概ね網羅していると考え
られること，②国によって定められた基準で
あること，③「公立図書館」をひとくくりに
するのではなく都道府県立図書館と市町村立
図書館とに分けて基準を示していること，の
3点が挙げられる。
分析の際，望ましい基準の各項目を大項目

とし，各項目で示された要素を小項目とした。
大項目として取り上げた部分は，「第一 総
則」の「三 運営の基本」に示された都道府
県立図書館関係の項目，「第二 公立図書館」
の「二 都道府県立図書館」の各項目と，「二
都道府県立図書館」の「6 準用」で「市

町村立図書館に係る基準は，都道府県立図書
館に準用する。」と定めていることから「一
市町村立図書館」に定められた各項目であ

る。

（2）調査の方法
調査の手順は下記のとおりである。

①都道府県立図書館の中心館及び中心館を含
む複数の図書館が作成している要覧・年報
類に示された運営方針や使命等を抽出し
た。図書館によって，「運営方針」「基本方
針」など名称が異なっており，また，理念―
基本方針―施策と事業計画，のように階層
を成しているものと1層のみのものがあっ
たが，ともに分析の対象とした。

②望ましい基準の要素（小項目）をコードと
してコーディングを行った。コーディング
した結果，運営方針等に関係する記述があ
る場合に「○」を付した表が「表1 運営
方針等のコーディング結果」である。なお，
表1においては，どの自治体にも該当がな
い項目は削除した。削除した項目は，「都
道府県立図書館」の「域内の図書館への支
援」の「その他図書館運営」，「施設・設備」
の「研修に必要な施設・設備の確保」，「職

員（都道府県教育委員会の役割）」の「都
道府県立図書館のサービスや調査研究機能
を果たすために必要な職員の確保」と「市
町村立図書館職員に対する研修」である。
「市町村立図書館職員に対する研修」につ
いては，「域内の図書館への支援」に「図
書館職員の研修」があるため，そちらに含
めた。「市町村立図書館」の「図書館協議
会の設置」，「貸出サービス等」も該当する
自治体がないため削除した。

③山口県立山口図書館が発行した『平成23

年度 山口図書館年報』には運営方針等に
該当する記述が認められなかったため，同
館のホームページ上にある「運営方針
ミッション」を分析の対象とした。

④同一都道府県内に複数館ある場合，複数館
で1つの要覧類を作成する場合と，複数館
がそれぞれの要覧類を作成する場合とがあ
るが，本研究では，複数館で1つの要覧類
を作成する場合はその要覧を，複数館がそ
れぞれの要覧類を作成する場合には中心館
の要覧類を調査の対象とした。そのため表
1の表側は図書館名ではなく自治体名と
なっている。

（3）調査結果の概要
都道府県立図書館の運営方針や使命等の文

字情報に対し，望ましい基準に示された要素
をコードとしたコーディングを行った。
望ましい基準は，「第一 総則」「第二 公

立図書館」「第三 私立図書館」から構成さ
れている。「第一 総則」の「二 設置の基
本」の2に都道府県の役割として「図書館未
設置地域の町村の存在を踏まえた指導・助
言」が，「三 運営の基本」の3に都道府県
立図書館の役割として「市町村立図書館に対
する援助及び都道府県内の図書館間の連絡調
整等の推進」の要素が盛り込まれている。「第
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二 公立図書館」は「一 市町村立図書館」
と「二 都道府県立図書館」とで構成されて
いる。「二 都道府県立図書館」には都道府
県立図書館の役割が示されているが，「6 準
用」で「第二の一に定める市町村立図書館に
係る基準は，都道府県立図書館に準用する。」
としている。つまり，「一 市町村立図書館」
に書かれている要素は，都道府県立図書館に
も求められている，公立図書館に共通の役割
である。表1の「総則」に挙げられた項目は
都道府県立図書館のみに該当する項目，「都
道府県立図書館」に挙げられた項目は都道府
県立図書館にのみ該当する項目，「市町村立
図書館」に挙げられた項目は，公立図書館に
共通する項目である。
すべての項目の中で最も記述が多かった項

目は「図書館資料の収集等」であり４１自治体
に記述があった。次いで多かったのは「市町
村立図書館に対する援助及び都道府県内の図
書館間の連絡調整等の推進」であり40自治
体であった。3位は，「情報サービス」の33

館，4位は「利用者に対応したサービス」で
あり，２７自治体であった。「利用者に対応した
サービス」にコーディングした記述の大半は，
読書活動の推進に関係するものであった。多
くの都道府県立図書館は，資料を収集するこ
と，域内の市町村立図書館等への支援・連携
を重視していること，また，資料や情報の提
供や利用者に対応したサービスを重視する図
書館がそれに次いで多いことが考えられる。
この4項目のうち都道府県立図書館にのみ求
められる項目は「市町村立図書館に対する援
助及び都道府県内の図書館間の連絡調整等の
推進」のみである。後の3項目は市町村立図
書館に求められる項目であり，都道府県立図
書館については「6 準用 第二の一に定め
る市町村立図書館に係る基準は，都道府県立
図書館に準用する。」により定められている

要素である。都道府県立図書館は，域内の図
書館への支援・連携とともに，図書館として
資料の収集・提供を重視していると言えるだ
ろう。
表1に示された項目で5位となったのは「地

域の情報拠点」（21自治体）であるが，これ
は望ましい基準にない要素である。「地域を
支える情報拠点としての機能強化」（青森県），
「情報の拠点となる図書館」（島根県），「地
域を支える情報拠点としての図書館」（熊本
県）等，地域の情報拠点を目指す図書館が多
いようである。望ましい基準にない様々な要
素がそれぞれの図書館の運営方針等に盛り込
まれているが，多くの図書館が「地域の情報
拠点」という共通の概念を運営方針等に盛り
込んでいる。そのため，コーディングの小項
目として設定した。

（4）項目ごとの記述内容の分析
本節では，望ましい基準の項目ごとに，都

道府県立図書館の運営方針等で具体的にどの
ように記述されているのかを詳しく見ていき
たい。
1）「第一 総則」に含まれる項目
総則は「趣旨」「設置の基本」「運営の基本」

「連携・協力」「著作権等の権利の保護」「危
機管理」の項目により構成されているが，都
道府県立図書館の役割に関係のある項目は，
「設置の基本」と「運営の基本」の2項目で
ある。
（a）「設置の基本」
「設置の基本」では2に都道府県に求めら

れる事項が挙げられている。市町村に対して
必要な指導・助言を行うことを求めている
が，その記述の中に図書館未設置の町村が多
く存在することが述べられている。都道府県
立図書館の運営方針等には8自治体に図書館
未設置図書館への支援に関する記述が認めら
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れた。
「図書館を設置していない町村の求めに応

じ，図書館の設置に関し必要な支援を行う」
（岩手県），「図書館未設置市町村の読書施設
に対し，補完サービスを行うとともに，当該
市町村の求めに応じた必要な援助を行う」（千
葉県）などである。
（b）「運営の基本」
「運営の基本」では3に都道府県立図書館

に求められる事項が定められており，本稿で
の項目は「市町村立図書館に対する援助及び
都道府県内の図書館間の連絡調整等の推進」
とした。この項目に記述のあった自治体は40

と多く，全自治体の85．1％にのぼっている
だけでなく，記述の量が多く，内容が多岐に
わたっている。「市町村立図書館の活動に協
力し，併せて専門図書館，大学図書館等とも
連携して，図書館活動の推進に努める」（北
海道），「県内図書館サービスの向上を図るた
め，市町立図書館の状況等を把握し，きめ細
かな支援を行うとともに，社会情勢や県民
ニーズに的確に対応した新たなサービスの提
供に努める」（栃木県）「「県立」の図書館と
して，広島県内の市町立図書館が行うサービ
スを援助し，その発展に寄与することを基本
的な役割としている」（広島県）などである。

2）「2 都道府県立図書館」に含まれる項目
望ましい基準の「第二 公立図書館」は「1

市町村立図書館」と「2 都道府県立図書
館」から構成されている。「2 都道府県立図
書館」に包含される要素は，都道府県立図書
館にのみ求められる役割であり，「1 市町村
立図書館」に包含される要素は公立図書館に
共通して求められる役割である。運営方針等
の記述を「2 都道府県立図書館」の項目に
コーディングしたのは「域内の図書館への支
援」「施設・設備」「調査研究」「図書館資料」

の大項目である。
「域内の図書館への支援」に関係する小項

目の中で特に多かったのは多い順に上位3位
は「図書館の職員の研修」（11自治体）「情
報通信技術を活用した情報の円滑な流通」（10

自治体）「図書館資料の保存」（8自治体）で
あった。域内の図書館への支援の中で，この
3項目が重要だと考えている自治体が多いと
いえるだろう。具体的記述としては，「図書
館の職員の研修」にコーディングした「図書
館・読書施設等職員研修の実施」（京都府）
や「県内図書館職員の資質向上のための研修
の充実」（佐賀県），「情報通信技術を活用し
た情報の円滑な流通」にコーディングした
「「栃木県図書館総合目録システム」の充実
を図る」（栃木県）や「図書館情報システム
の適正な運用を進めるとともに，インター
ネットを利用した横断検索や本の予約など，
システムの周知，利用促進を図ります。」（鹿
児島県），「図書館資料の保存」にコーディン
グした「本県関係資料の最終保存館としての
機能の強化を図る」（千葉県），「県域での資
料保存体制の向上」（愛知県）などである。
「施設・設備」の中の各小項目にコーディ

ングされた自治体数は多くなく，「調査研究
に必要な施設・設備の確保」が2自治体，「市
町村立図書館の求めに応じた資料保存等に必
要な施設・設備の確保」が1自治体であった。
「施設・設備」については「1 市町村立図
書館」にも項目があり，1公立図書館として
の施設・設備に関係する要素については，そ
ちらに含めた。
大項目「調査研究」に関する記述があった

自治体は三重県のみで「新たなサービスの調
査研究と試行」「資料研究と成果の情報発信」
と記述している。
「図書館資料」に関する記述があった自治

体は，「郷土資料その他の特定分野に関する
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資料の目録・索引等の整備及び配布」につい
ては3自治体（岩手・新潟・兵庫），「市町村
立図書館等の要求に十分に応えるための資料
の整備」が１自治体（「資料収集保存センター
としての機能 県民及び市町村立図書館等の
要望に十分こたえるため，基本的図書館資料
や新刊図書，視聴覚資料，外国資料等を収集・
整理・保存して活用を図る。」（福岡県））で
あった。

3）「市町村立図書館」に含まれる項目
「1 市町村立図書館」には1公立図書館

として努めるべき要素，言い換えれば市町村
立図書館と都道府県立図書館に共通して求め
られる役割が挙げられている。「2 都道府県
立図書館」の「6 準用」では「第二の一に
定める市町村立図書館に係る基準は，都道府
県立図書館に準用する。」と定められており，
市町村立図書館に該当する要素は，都道府県
立図書館においても努めるべき，とされてい
る。
「1 市町村立図書館」は「1 管理運営」

「2 図書館資料」「3 図書館サービス」「4

職員」の４つの大項目から成り立っている。
4項目すべてに都道府県立図書館の運営方針
等に記述された要素があった。
（a）「管理運営」
「管理運営」では，「基本的運営方針及び

事業計画」「運営の状況に関する点検及び評
価等」「広報活動及び情報公開」「施設・設備」
に記述が見られた。
「基本的運営方針及び事業計画」に関する

記述のある自治体は3自治体であり，「都立
図書館は，図書館サービス指標を設け，効率
性，効果性迅速性等の経営的視点を重視した
運営及び事業を展開する」（東京都）などが
ある。
「運営の状況に関する点検及び評価等」に

関する記述のある自治体は3自治体であり，
「県立図書館は，「千葉県立図書館のサービ
ス評価指標」の達成に努めるとともに，達成
状況の自己点検及び第三者評価を行う」（千
葉県）などがある。
「広報活動及び情報公開」に関する記述の

ある自治体は12自治体であり，「県立図書館
の持つ様々な機能や役割を広く県民に周知す
るために広報に努める」（富山県），「情報化
の推進と広報の強化」（宮崎県）などが確認
できた。
「施設・設備」に関する記述のある自治体

は10自治体であり，「利用しやすい図書館へ
の工夫」（宮城県），「書庫管理の見直しと資
料保存環境の整備」（沖縄県）などがあった。
（b）「図書館資料」
「図書館資料」は「図書館資料の収集等」

及び「図書館資料の組織化」により構成され
ている。
「図書館資料の収集等」に関係する記述の

あった自治体は41と多く，他の項目と比較
して記述の量が多いこと，地域資料への言及
が目立つことが特徴である。「地域文化資料
の収集・保存・提供」（青森県），「図書館法
とユネスコ公共図書館宣言の理念に基づい
て，図書・記録その他の図書館資料を積極的
に収集・整理・保存して，地域社会の人々に
対する利用に努める。また，行政資料を含む
郷土資料を積極的に収集保存し，県内におけ
る資料センターとしての役割を果たす。」（徳
島県），「本県の文化や歴史に関わる資料を広
範囲に収集・保存・活用」「地域資料を網羅
的に収集する」（栃木県），「群馬県関係資料
の網羅的収集」（群馬県）などである。
「図書館資料の組織化」に関係する記述の

あった自治体は3自治体である。「図書館資
料とネットワーク情報資源の知を主体的に編
集・加工し，利用者の価値創造に貢献します」
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（神奈川県）などの事例がある。
（c）「図書館サービス」
「図書館サービス」では，「情報サービス」

「地域の課題に対応したサービス」「利用者
に対応したサービス」「多様な学習機会の提
供」「ボランティア活動等の促進」の5項目
に記述が見られた。
「情報サービス」に関係する記述があった

自治体は33である。この項目は，資料の提
供・紹介，情報の提示，レファレンス・サー
ビス，インターネット等の利用により外部の
情報にアクセスできる環境の提供，レフェラ
ルサービスの実施等，利用者へのサービスの
うち，情報サービスに関連する多様な要素を
含んでいる。この項目では特にレファレン
ス・サービスに関係する記述が目立った。「相
談機能の強化（レファレンス・サービス・課
題解決支援・郷土資料のデータベースの構
築）」（岩手県），「調査・研究に役立つ機能の
充実」（宮城県）などである。
「地域の課題に対応したサービス」に関す

る記述がある自治体は19自治体である。漠
然と課題解決を支援すると記述している自治
体もあれば，具体的にどのような課題に対応
するのかを明記している例もある。「地域支
援サービスを実施し，利用者に役立つと実感
される図書館を目指す」（茨城県）といった
記述があり，また，「行政機関，学校，地元
企業等を対象として，これらの利用者の課題
解決に役立つ資料，情報の提供を行う。」（広
島県）の例もある。
「利用者に対応したサービス」に関する記

述がある自治体は，27自治体であり，特に読
書支援に関する記述が目立った。「子どもの
読書活動を支援する図書館 家庭における未
就学児の読書習慣の定着を目的とした事業も
展開する。」（島根県）などである。
「多様な学習機会の提供」に関する言及の

ある自治体は11である。「県民の学習活動を
支援するための機能の充実を図る」（岩手県），
「県民の自主的・自発的な活動を支援し，県
民が求める学習機会の提供に努める」（埼玉
県）などの例がある。
「ボランティア活動等の促進」に関する言

及のある自治体は2であり，「協力員（ボラ
ンティア）については，利用者に一層充実し
たサービスを提供するため，また，ボランティ
アの自主的，自発的な学習活動を支援するた
め，研修会等学習機会の提供を図っていく。」
（山梨県）などの例がある。
（d）「職員」
「職員」には「職員の配置等」及び「職員

の研修」の2項目があるが，「職員の配置等」
に関する記述がある自治体は佐賀県のみ（「時
代に対応した業務体制の充実と機能の向
上」）であった。「職員の研修」に関係する言
及のある自治体は，5自治体である。この項
目には，自館の職員に対する研修を対象とし
た記述がある場合にコーディングし，域内の
図書館職員への職員研修についての記述は
「都道府県立図書館」の「図書館職員の研修」
にコーディングした。「当館職員の専門性の
向上を図ります」（岐阜県），「新たなサービ
スに対応できるよう研修体制を整える。」（高
知県）などである。

（5）望ましい基準にない要素
都道府県立図書館の運営方針等には望まし

い基準にはない要素が含まれている。望まし
い基準にない要素は，該当館独自の特色とし
て注目すべき要素であると考えられる。望ま
しい基準にはない要素は，それぞれの図書館
が目指そうとする多様な要素が含まれてい
る。しかし，中には複数の都道府県立図書館
に共通して見られる要素がある。「地域の情
報拠点」がそれである。表1で一番右の列に
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示した項目である。この項目に関する記述が
21自治体で見られた。「地域を支える情報拠
点としての機能強化」（青森県），「県民の学
習活動を支援する情報拠点として」「地域の
社会・文化センターとしての機能」（山形県）
などである。
「地域の情報拠点」以外の記述はバラエティ
に富んでいる。「東京の社会，経済，産業，
教育，文化等の発展に貢献する」（東京都），
「文字・画像情報だけでなく，総合的な文化
の発信拠点を目指す。」（新潟県），「岐阜のひ
とづくり，ものづくり，まちづくりを支えま
す」（岐阜県），「府域の図書館ネットワーク
の核として，広域的かつ総合的な視点から府
民と資料・情報をつなぎ，府民の“知りたい”
という気持ちにこたえ，“学びたい”という
意欲を育み，豊かで活気あるくらしと大阪に
おける新たな知識と文化の創造に寄与するこ
と」（大阪府），「奈良から世界へ，世界から
奈良へ，双方の交流が交う場をつくる」（奈
良県），「郷土の歴史と文化を大切にする図書
館」（和歌山県），「熊本の文化を支える図書
館」（熊本県）などである。「文化」の語がし
ばしば使用されている。

3．都道府県立図書館は何を目指してい
るのか

渡邉斉志は，「わが国の図書館関係者の間
では，市区町村立図書館（以下，「市立図書
館」という）を住民に対するサービスを第一
義的に担う図書館としたうえで，都道府県立
図書館（以下，「県立図書館」という）の主
たる任務を市町村支援とする見方（以下，「市
町村支援論」という）が主流となっている」8）

と指摘している。その根拠として，図書館関
係者によって構成される日本図書館協会が刊
行した「公立図書館の任務と目標 解説（改

訂版）」の「大多数の住民にとって，身近に
あって利用しやすいのは市町村立図書館であ
る。したがって県立図書館は市町村立図書館
への援助を第一義的な機能と受け止めるべき
である。」9）を示している。
国が策定した望ましい基準においても，「第

二 二 都道府県立図書館」の項では，最初
に「1 域内の図書館への支援」を掲げてい
る。都道府県立図書館の最後の条文ではじめ
て「6 準用」として，市町村立図書館に求
められるような管理運営，図書館資料，図書
館サービス，職員といった基準を実現するこ
とを求めている。
それでは，都道府県立図書館自身は，どの

ような図書館であることを目指しているのだ
ろうか。
都道府県立図書館自身がどのような図書館

であることを目指しているのかを把握するた
め，本研究では都道府県立図書館が設定した
運営方針等を調査・分析した。都道府県立図
書館自身が目指す方向性が，一定程度運営方
針等に表れていると考えたからである。前章
までに明らかになった結果を基に，本章では，
都道府県立図書館自身がどのような図書館で
あることを目指しているのかを論じたい。
都道府県立図書館が設定した運営方針等を

分析する方法として，望ましい基準の項目を
コードとしたコーディングを行った。いずれ
かの自治体の何らかの記述があった項目は，
28項目であった。「図書館サービスを効果
的・効率的に行うための調査研究」のように
1自治体のみに記述のある項目もあれば，「図
書館資料の収集」のように41自治体に関係
する記述のある項目もあった。
最も多くの自治体が言及している項目は，

「図書館資料の収集等」であった。この項目
に分類される記述のある自治体は41であり，
47都道府県の87．2％を占めている。図書館
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にとって最も基本的な機能である「図書館資
料の収集等」を，都道府県立図書館も重要な
機能だと考えていることが分かる。次に多
かったのが「市町村立図書館に対する援助及
び都道府県内の図書館間の連絡調整等の推
進」であり，40自治体（85．1％）と，1位の「図
書館資料の収集等」とほぼ同数となっている。
この項目は，記述のある自治体数が多いだけ
でなく，記述が詳細で，内容も多岐に渡って
いた。これは，都道府県立図書館自身が，「市
町村立図書館に対する援助及び都道府県内の
図書館間の連絡調整等の推進」を重要な要素
であると捉え，運営方針等に盛り込んでいる
と言えるだろう。

3番目に多かったのが，資料や情報の提供，
レファレンス・サービスなどについて触れた
「情報サービス」であり，33自治体（70．2％），
次が「利用者に対応したサービス」で２７自治
体（57．4％）となっている。
望ましい基準にない要素としては，「地域

の情報拠点」，「文化」が目立った。都道府県
立図書館が，地域の情報拠点でありたい，文
化を守り創造する機関でありたいと考えてい
る表れではないだろうか。しかしそれは，都
道府県立図書館のみが目指すことではなく，
地方公共団体により設置され，地域に根差し
た活動をする，公立図書館全般が目指すこと
ではないかと考えられる。
本調査により，図書館としての基本的機能

である「図書館資料の収集等」と，都道府県
立図書館に求められる「市町村立図書館に対
する援助及び都道府県内の図書館間の連絡調
整等の推進」を同じように重要であると認識
していることが分かった。また，「情報サー
ビス」や「利用者に対応したサービス」といっ
た利用者に対する直接サービスについて言及
する図書館が多いことも分かった。望ましい
基準は，「域内の図書館への支援」において，

資料の紹介や提供，図書館資料の保存，郷土
資料及び地方行政資料の電子化，図書館の職
員の研修，等を求めている。これらの支援は，
自身が図書館であり，図書館活動を行ってい
る都道府県立図書館職員が存在してはじめて
可能になることである。
本研究で行った調査の結果から，多くの都

道府県立図書館は「図書館資料の収集等」と
「市町村立図書館に対する援助及び都道府県
内の図書館間の連絡調整等の推進」を同じよ
うに重視していること，いわゆる「公立図書
館」としてのサービス，即ち「情報サービス」
や「利用者に対応したサービス」等の直接サー
ビスを重視している自治体が多いことが推定
できた。
多くの都道府県立図書館は都道府県庁所在

地に立地しており，多くはそれぞれの都道府
県で最も大きな市の中央図書館の近くに立地
する。都道府県立図書館は本研究の調査結果
のように，域内の市町村立図書館の支援と同
じ程度「公立図書館」としての機能を重視し
ているが，域内の市町村立図書館への支援は
住民からは見えにくい事業であることから，
住民に都道府県庁所在地の市立図書館との二
重行政であるとの印象を与えることは避けら
れないと考える。二重行政との批判を受けな
いためには，何をすべきか。筆者は，月並み
ではあるが，住民からは見えにくい部分，則
ち域内の図書館への支援を，住民に分かる形
で示す必要があると考える。
都道府県立図書館と一口に言っても，個々

の図書館が置かれている状況は様々である。
都道府県立図書館と都道府県庁所在地の市立
図書館が近くに立地する例，都道府県立図書
館が都道府県庁所在地にない例，都道府県立
図書館の方が都道府県庁所在地の市立図書館
の資料購入費よりも多い例と少ない例，東京
都のように規模の大きな都立図書館と23区
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の区立図書館がある例，などがある。今後は，
個々の都道府県立図書館の状況を詳細に比較
して類型化を試み，都道府県立図書館の進む
べき道を考察したい。
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